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今週のキーワード 

電子金融取引  

 金融庁の注意喚起は、コンピュータ等のシステム障害、ネットワークの通信障害、プロバイダ

ー介入により金融サービス業者のコントロールが及ばないためのトラブルやリスクを原因として

挙げ、取引のリスクの理解を求めている。そのため①取引業者は監督当局の免許・登録の確認②

サービスの内容や業者の免責事項等を利用規程で確認③回線トラブル時の業者の連絡先（電話番

号等）事前確認④生年月日など類推しやすい暗証番号を避け厳重な管理、等を呼びかけている。
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インターネット取引も補償対象に 
決め手になるのは過失の度合い 
 

 インターネットを経由した「インターネット

バンキング」（電子金融取引）は、便利である

反面、預金を不正に引き出される被害が続出し

ている。 

 金融庁の0７年（４－９月）の調べでは不正引

き出し件数は137件に達しており、前年同期比で

3.9倍に急増している。金融庁は06年に預金者保

護法を施行し、全国銀行協会（全銀協）は偽造

や盗難カードによって引き出された被害額を原

則補償すると決めた。 

 ネット取引は法の対象外であった。しかし、

不正引き出しの手口が一層巧妙化して銀行側の

安全対策も遅れがちとなり、イタチごっこの様

相が現状である。そこで今年２月、全銀協は補

償基準を定めた自主ルールを策定し、４月１日

からネット取引の預金者が過失なく被害にあっ

た場合には、その「全額」を補償することを申

し合わせた。預金が不正に引き出されたケース

でも、通帳の保管状況など、過失の度合いによ

って全額から補償なしまで幅はある。 

 しかし、金融機関は補償のためには被害者の

過失度を重視するので、補償額は両者の話し合

いで決まる。全銀協は３月から「金融犯罪にご

用心キャンペーン」を行って預金者の「セキュ

リティ」を促している。金融庁もＨＰにおいて、

通帳と印鑑の厳重管理、IＤ・パスワード等の管

理、キャッシュカード・暗証番号管理等を呼び

かけている。注意事項を厳守しないで被害にあ

うと、補償の話し合いはこじれる可能性が高い。

簡素な制度になった人材投資税制 
単年度の教育訓練費から税額控除 
 
 人材投資促進税制は、2008年度税制改正におい

て、これまでの教育訓練費の増加額に対する25％

の税額控除制度から、対象を中小企業者に限定し

て、教育訓練費の増減に関わらず、適用事業年度

の教育訓練費の総額から税額控除する簡素な制

度に改組された。大企業分については、今年３月

31日の適用期限をもって廃止された。 

 改正前の制度は、その年度の教育訓練費が、直

前２年間に損金算入された教育訓練費の平均額

を超えた場合に、その超過額の25％を税額控除す

るものだった。継続的な教育訓練費の増加や、３

年分の帳簿から教育訓練費を洗い出す手間が必

要であり、中小企業にとっては使いにくい制度と

の指摘があった。 

 今回の改正では、適用事業年度（単年度）の労

働費用（給与、法定福利費、教育訓練費）に占め

る教育訓練費の割合が0.15％以上の場合は、その

割合に応じて教育訓練費の総額の８～12％に相

当する額を税額控除する仕組みに改められた。法

定福利費は、事業主が負担する健康保険料、厚生

年金保険料、労働保険料（雇用・労災）、児童手

当拠出金に加え休業補償費のほか財務省令で定

める費用としている。 

 改正の結果、例えば、１人あたり労働費用を450

万円とすると、その0.15％相当額は6,750円だから、

従業員数が10人の場合、総額６万7,500円以上支出

すれば減税対象となる。また、単年度計算により適

用の有無が判断されるため、事務負担も軽減され

る。 

税務会計


